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一一J Ii商学論究JI (関西学院大学商学研究会〉第36巻第 4 号、 198θ年 3 月、 139ページ参照。
(2) 石田和夫、前掲書。





























それが， 1980年以降，減少傾向に転じ 1986年までに， 311万 4 千人も減少を見ている。これ




て，労働組合の組織率は低下しているが， 1963年から 1978年までは， 1966年， 1973年の一時的
な減少の時期を除けば，増加傾向を示し続けてきた。それが， 1979年以降は，一貫して，低下
している。
( 5) Richard Hyman, The Political Economy af lndustrial Relations:Theory and Prctice in a Cold 
Climate, Macmil1an, 1989, p.234. 
dせっd
イギリスにおける労働組合組織の変化とその経済的・政治的作用要因
表 1 : 1960-86年におけるイギリス労働組合の構成員数と組織率の変化
年 組(単合位構10成00員人数> 年変化率 組織化可能な数 年変化率 組織率 年変化率
% (単位1000人〉 % % % 
1960 9835 22229 44.2 
1961 9916 +0.8 22527 +1.3 44.0 -0.5 
1962 10014 +1.0 22879 +1.6 43.8 -0.5 
1963 10067 +0.5 23021 +0.6 43.7 -0.2 
1964 10218 +1.5 23166 +0.6 44.1 +0.9 
1965 10325 +1.0 23385 +0.9 44.2 +0.2 
1966 10259 -0.6 23545 +0.7 43.6 -1.4 
1967 10194 -0.6 23347 -0.8 43.7 +0.2 
1968 10200 +0.1 23203 -0.6 44.0 +0.7 
1969 10479 +2.7 23153 -0.2 45.3 +3.0 
1970 11187 +6.8 23050 -0.4 48.5 +7.1 
1971 11135 -0.5 22884 -0.7 48.7 +0.4 
1972 11359 +2.0 22961 +0.3 49.5 +1.6 
1973 11456 +0.9 23244 +1.2 49.3 -0.4 
1974 11764 十2.7 23229 +0.4 50.4 +2.2 
1975 12026 +2.2 23587 +1.1 51. 0 +1.2 
1976 12386 +3.0 23871 +1.2 51. 9 +1.8 
1977 12846 +3.7 24069 +0.8 53.4 +2.9 
1978 13112 +2.1 24203 +0.6 54.2 +1.5 
1979 13447 +2.6 24264 +0.3 55.4 十2.2
1980 12947 -3.7 24632 +1.5 52.6 -5.1 
1981 12106 -6.5 24551 -0.3 49.3 -6.3 
1982 11593 -4.2 24170 -1.6 48.0 -2.7 
1983 11337 -2.2 24032 -0.6 47.2 -1.7 
1984 11086 -2.2 24194 +0.7 45.8 -3.0 
1985 10716 -3.3 24698 +2.1 43.4 -5.3 
1986 10333 -3.6 24822 +0.5 41. 6 -4.1 
〈資料) R. Hyman, The Politic(J! Economy 01 lndustrial Relations:・ Theory and Practice ina Cold 






















内部構成比率は， 1968年に31. 5%であったが， 1979年に40. 3%に増大している。それに，反し













働組合員及び女子従事者の労働組合員は，その数を著し〈増犬させている(表 2 ・ 3 参照)。例






(G.Banmber， o，ρ.cit. ， p.7,; M.Poole et al.,“Why Managers Join Union: Evidence from 
Britain, "lndustrial Relatians. Vol. 17. 1978. No.3. p. 361.) 
(7) 石田和夫、前掲書、 151~156ページ参照。




男 子 女 子
年 労働〈単組位合10構0成0人員〉数 I 組織化可能な数fl 組織率 労働(単組位合1構00成0人員〉数 I 組(織化可能人な〉数 I 組織率(単位1000人 % 単位1000}..) I % 
1965 7610 14777 51. 5 2132 8119 26.3 
1968 7428 14452 51. 4 2265 8251 27.5 
1970 7994 14177 56.4 2634 8363 31. 5 
1973 8036 13945 57.6 2899 8790 33.0 
1974 8151 13809 59.0 3062 9010 34.0 
1975 8272 13920 59.4 3329 9122 36.5 
1976 8492 14069 60.4 3462 9257 37.4 
1977 8675 14085 61. 6 3608 9431 38.3 
1978 8490 14074 63.5 3639 9561 38.1 
1979 8866 13974 63.4 3837 9708 39.5 
1985 7458 14164 52.7 3258 10524 31. 0 
(出所) R. Hyman, The Political Economy 01 lndustrial Relations ,' Theory and Practice in aCold 
Climate, Macmil1an, 1989, p.233. 







労働(単組b合o構o成o人員〉数 I 組(織化可能な〉料 I 組織率位1 単位1000人 広 労働〈単組位合1構00成0人員〉数 I 組織化可能な数fl 組織率(単位1000人 M 
1968 6636.9 13322 49.8 3056.0 9381 32.6 
1970 7095.0 12852 55.2 3533.0 9688 36.5 
1973 6968.9 12468 55.9 3966.3 10266 38.6 
1974 7082.3 12362 57.3 4130.8 10458 39.5 
1975 7112. 1 12327 57.7 4488.8 10715 41. 9 
1976 7321. 6 12322 59.4 4632.3 11004 42.1 
1977 7445.3 12265 60. 7 4837.9 11251 43.0 
1978 7549.7 12168 62.0 5029.1 11467 43.9 
1979 7577.5 12035 63.0 5124.7 11652 44.0 
〈出所) R. Hyman, The Political Economy ollndustrial Relations ,' Theory and Practicein a Cold 











イギリスにおける女子労働従事者数は， 1951年に650万 6 千人であったが， 1981年には908万
5 千人に増加している。全労働者中に占める女子労働従事者の割合は， 1951年に31%であった
が， 1971年には， 37%に増加している。そして， 1979年には， 39.4%に達している。こうした
女子労働従事者の増大にともなって，労働者階級における女子労働従事者の内部構成比率も，















反して，女子労働従事者の組合組織率は， 1970年代まで20%と低位でありつづけた。 TUC の
報告書「女子労働」は，組合の組織率が低位であった理由と Lて，女子労働従事者の階級意識
の低さをあげている。そのTUC の報告書では， 1960年代において，多くの女子労働従事者が，
(10) 高島道枝「現代パート労働の日英比較(上)J Ir経済学論纂.lI(中央大学経済学研究会〉第31巻第 1 ・
2 合併号， 1990年 3 ， 216ページ。




(15) 戦前のイギリスにおける女性労働運動に関する研究としては，今井けい 1M ・マ γ カーサーと 20世




























(16) Trades Union Congress, Women Workers, 1964, p.41. 
(1の イギリス労働組合運動が，早くから女子労働従事者の利益の擁護を，提唱・要求してきた経緯に関
する研究としては，小林巧「最近のイギリス婦人労働問題J Ii'経済集志~ (日本大学経済学研究，会
第35巻第 2 号， 1965年 6 月，などがある。
(α18的) H.Pel1山1ing
朔郎.大前真訳『新版イギリス労働組合運動史』東洋経済新報社， 1982年， 340"""'341ベージ。)




(20) S.Aaronovitch,R.Smith.].Gardiner and R.Moore , The Political Economy 01 British Ca，ρital・




では G. ガーディナの見解を， ホワイトカラー労働者の組合組織化の歴史と照らし合わせ
て，考察したい。 1960年頃には，まだ，ホワイトカラー労働者の階級意識も低く，組合組織率

















カラー労働組合運動の発展をあげている。 SIETA (鉄鋼業使用者団体〉が， ISTC (Iron and 




入を促進したといえる。 G. パンバーによれば， 1950年代における巨大企業の固有化は，短命
(21) 清野正義「イギリス労働組合運動の地殻変動J 11立命館産業社会論集~ (立命館大学産業社会学会〉
第30 ・ 31号， 1982年 3 月， 171ページ。
(22) 浅見和彦「ホワイトカラー・ユニオンの研究( 1 )J~ 賃金と社会保障~ No.. 971, 1987年10月， 48 
へーシ。
(23) H.A. Clegg, The Changing System o[ lndustrial Relations in Great Britain, Basil Blakwell, 
1979. p. 121. (牧野富夫・木暮雅夫・岩出博・山下幸司訳『イギリス労使関係制度の発展』ミネルヴ
ァ書房， 1988年， 130ページ。〉
1960年代後半からのホワイトカラー労働者の組合への組織化の状況を見ると，公共部門での組合組
織化は，確実な発展をとげている。 NUPE (全国公務員組合〉は， 1961年から 1979年にかけて組合員
を3.29倍に拡大してきたし， CPSA (国家公務員組合〉は同時期に1. 56倍に拡大している。また，民
間部門のホワイトカラの組織化をみると， ASTEMS (科学・技術・管理スタッフ組合〉は， 1971年
から 1979年にかけて，組合員を2.23倍に増大させており，民間部門においても，ホワイトカラーを包
摂する組合の構成員数の増大が，顕著である。
(The Government Statistical Servise, Social Trends No. 19,1989. p.179.) 












































表 4 : 1979年12月一 1983年12月でのTUC (イギリス労働組合会議〕傘下の組合の構成員数の変化
組合 の タ イ プ 1979年 1983年 |構成員の増減数|増 減 率
ブルーカラー労働者 (Mannal) 6956.9 5178.3 -1778.3 -25.4% 
一般労組内でのブルーカラー労働者 3325.0 2422.6 - 902 4 -27.1% 
鉄鋼関連労組 1 1587.8 1152.3 - 435.5 -27.4% 
その他製造業関連労組 11 1329.8 1052.8 - 277.1 -20.8% 
炭鉱業関連労組 ノア 289.4 240.7 -48.7 -16.8% 
建設業関連労組 グ 350.5 262.3 -88.2 -25.2% 
海運・陸運業関連労組 11 74.1 47.6 -26.4 -35.7% 
ホワイトカラー労働者 (Non -manual) 1695.5 1521. 0 - 174.5 -10.3% 
一般労組内でのホワイトカラー労働者 151. 2 100.2 -51.0 -33.7% 
工業関連労組 11 772.5 679.2 -93.3 -12.1% 
商業・小売関連労組 庁 492.5 425.5 -67.1 -13.6% 
金融関連労組 11 151. 8 176.0 24.1 15.9% 
その他サービス業関連労組 ノア 127.4 140.3 10.1% 
公共部門の労働従事者 3520.5 3383.9 -136.6 -3.9% 
鉄道関連労組内での公共労働従事者 277.1 220.3 -56.7 -20.5% 
その他運送関連労組 " 39.5 28. 1 -11.4 -28.8% 郵便・電信・電話関連労組 庁 386.0 371.3 -14.7 -3.8% 
中央官庁・地方公共団体関連労組グ 2117.4 2087.5 -29.9 -1.4% 
教育関連労組 1 466.6 436.1 -30.5 -6.5% 
厚生調連労組 1/ 233.9 240.6 6. 7 2.9% 
TUCの全構成員数 山2・ 5 I -17.2% 
(出所) J. Visser, Eur~ρean Trade Union in Figures, Kluwer Law and Taxation Pubu1isher, 











労働従事者数は， 1979年に725万 3 千人であったが， 1988年には， 509万 7 千人に減少してい
る。これに対して，イギリスのサーピス部門の労働従事者は， 1979年に1358万人であったが，
1988年には， 1521万 2 千人に増大している。また，公共部門(国及び地方政府・教育・医療・
電信・電話サーピス等各部門〉の労働従事者は， 1966年から 1979 年にかけては，大幅な増加
がみられたが， 1979年以降は，全体的には減少傾向に転じ 79年から87年にかけて， 約 100万














3400人となったが，海外における雇用総労働者数は 3 万8000人ふえて， 80万3000人に達して
いる。また，イギリスでは，サッチャ一保守政権による経済政策によって， 1979年以降，公営
企業の閉鎖・民営化がすすみ， 1979年に， 2065社あったが，公営企業が， 1985年には， 1262社
にまで減少している。公営大企業の合理化の状況をみると，イギリス鉄鋼公社 (BSE) は，人





(26) The Government Statistical Servise ，~ρ.cit. ，PP.72-73 
(27) 舟橋道編著，前掲書， 205ページ。
(28) J.Maclnnes , Thatcherism at work,Open University Press ,1987,P.77. 
(29) 舟橋道編著，前掲書， 222~223ページ。
(30) J.Maclnnes，oþ.cit. ，p ・ 78.
(31) 戸塚秀夫・兵藤剣・菊地光造・石田光男『現代イギリスの労使関係 下』東京大学出版会， 1988年，
281ページ。
(32) The Goverment Statistical Servise ， ~ρ.cit. ，p・ 72.
-143ー
守屋貴司
ポで急増し， 1983年には， 300万人をこえる失業者が存在していた。それが，ょうやく 87年以
来，減少傾向に転じ 89年 8 月には， 174万人に減少した。しかし 90年以降，失業者数は再

























イギリスの労働組合組織は， I非公認スト」の組合公認、化が困難となった。また， 1984 年の
「労働組合法の改正」では，組合執行委員会メンバーの選挙について定期的な機密投票による
選挙を義務づけられた。 90年の「雇用法の改正」では，組合役員，ショップスチュアード，諸
(33) rì海外労働時報J NO.200 , 1993年 3 月
(34) "Labour Markets:Tighter but Uneven Changeヘ IDS R，φort No.548 , 1989, JulY,Pp.25 
3. 




そして， 1993年 6 月に，議会で、承認された「労働組合法の再改正」は，それまで 7 回の労働
法の改正をより推し進めるものであり，イギリスの労働組合組織・労働者に大きな影響を与え















経営者側が，労使交渉の調整 (bargaining arrangement)の変更一一個別労使交渉 (personal
contacts) やシングル・ユニオン協定 を受け入れた従業員に対してより高い給与を支払う
ことが容認された。








(36) サッチャー保守政権による労使関係法の改革に関する我が国の研究としては，山田省三「サ γ チャ
一政権による労使関係と改革J W 日本労働協会雑誌』第30巻 2 ・ 3 号， 1988年 3 月，などがある。また，
雇用・労使関係法制の改定の内容に関しては， Kessler, S. and Bay1iss , F. , Comtemρorary British 
lndustrial Relations, Macmilan, 1992.; European lndustrial Relations Revieω， No.203, No.210, 
No.214, No.218, No.227. 







そして，イギリスの保守政権は， 1992年末という EC 市場統合の開始が設定された時，今
後，イギリスの労使関係が後戻りできないレベルまでの「改革」を，課題として、労働組合法
の「改革」に取り組んできたと言える。なぜなら， EC 委員会は，強い社会民主主義的要素
と競争条件の均等を， EC 市場統合の前提とし， EC 域内を水準の高い労働法制度が統一化す
べく， fEC 社会憲章J (Social Charter 1989) とその「行動計画J (Action Programme) 




















(39) イギリスの労働組合の連合組織である TUC (労働組合会議〉も， EC統合を通して，イギリス政
府が，フランス・ドイツレベルの労働法や労使関係法を採択すベく運動を展開している。 (Rφort げ
122ndAnnual Trade Union Congress， 1990，pp.163-243.) また， ECの「社会憲章J に対して，イ
ギリスとオランダを除く各国は，賛同している。 ECの「社会憲章」の内容とその受け入れに対する




例えば， 1982年，印刷関連業種組合 (SOGAT) と全国印刷工業組合 (NATSOPA) とが
合併し (SOGAT 828) が結成されている。周年には，都市一般労組(GMWU)とボイラー製
造工・造船工組合 (ASB) が合併し，都市一般ボイラー製造関連労組 (GMBATU) が結成さ
れた。また，全国農業関連労組 (NUAAW) は，運輸一般労組 (TGWU) と合併した。 1985
年，郵便電信工組合 (POEU) と公共事業組合 (CPSA) の電信部門が合併し全国電信組合
が結成された。 1988年には，公務員組合 (CSUA) と全国官公職員組合 (SCPS) とが合併し，
全国公務員組合 (NCUPS) が結成された。周年，科学・技術・管理職組合 (ASTMS) と機

























(41) 新聞・印刷業のニューズ・インターナショナルの「ウオ v ピング争議j に関しては， Linda Melv・
































る研究としては、 Claydon，T. ， "Union Derecogniton in Britain in the1980"British Journal of 
lndustrial Relations,Vo1. 27 No. 2 ,1989,pp.214-224. 
(43) イギリスの労使関係の基底的な流れの変化を問題にした大量観察調査研究としては，次のような研
究がある。
Wi1im Brown (ed).. , The Changing Countours oj British lndustrial Relations, Basil Blackw司
e l1,1981. ;Mi11ward,N. ,Stevens ,M"British Workplace lndustrial Relations 1980-1984,Gower, 


































パツットンの研究がある。 Batstone ，E. ，Working Order : Work?ace lndustrial Relations over Two 
decades,BIackwe l1, 1984. 
(45) ホワイトカラー組合には，様々な職種・職階のホワイトカラー労働者を包摂するASTEMS (科学・
技術・管理スタッフ組合〉のような大組合や，類似的な職種や職階によって構成されるBACM (イギ
リス炭鉱管理者組合〉や SIMA (鉄鋼産業管理者組合〕などの管理職組合や UKAPE (イギリス専門
技師組合〉やAPST (専門科学者・技術者組合〉などの専門職組合などがあり，それらの組合の性格




































ード・ハイマン，山本興治訳「サッチャ一政権下のイギリス労働組合J IF賃金と社会保障.lI No.1037 , 
1990年 7 月，参照。)
(48) 今後の労働組合・労使関係に関する経営経済学的分析では，政治経済学における経済法則を基礎に
して，労働組合・労使関係の経済的特質を，解明することが重要である。(海道進『経営労働論 第
一巻方法論(上).lI千倉書房， 1976年， 206~207ページ参照。)
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